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１【外国会社報告書の訂正報告書の提出理由】

平成30年４月27日付で提出しました外国会社報告書の補足書類（１）の一部を訂正するため、本訂正報告書を

提出します。

 

２【訂正事項】

外国会社報告書（開示府令第八号様式に代えて提出するもの）の補足書類（１）

第一部【「第一部　企業情報」の「第２　企業の概況」の「１　主要な経営指標等の推移」】

 

３【訂正箇所】

訂正箇所は、下線で示しております。

 

外国会社報告書（開示府令第八号様式に代えて提出するもの）の補足書類（１）
 
第一部【「第一部　企業情報」の「第２　企業の概況」の「１　主要な経営指標等の推移」】

 

（訂正前）

SCPLC要約連結財務データ

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 (百万米ドル)

減損損失控除前税引前営業利益 4,008 3,849 4,116 7,289 8,584

貸付金減損損失およびその他の信用

リスク引当金 (1,362) (2,791) (4,976) (2,141) (1,617)

その他の減損 (179) (612) (855) (1,161) (1,129)

税引前当期利益/(損失) 2,415 409 (1,523) 4,235 6,064

株主に帰属する利益/(損失) 1,219 (247) (2,194) 2,613 4,090

銀行に対する貸付金
1

57,494 72,609 64,494 83,890 83,702

顧客に対する貸付金
1

248,707 252,719 257,356 284,695 290,708

資産合計 663,501 646,692 640,483 725,914 674,380

銀行からの預金
1

30,945 36,894 37,611 54,391 43,517

顧客勘定
1

370,509 371,855 350,633 405,353 381,066

株主資本 46,505 44,368 46,204 46,432 46,246

資本的資源合計
2

68,983 68,181 70,364 69,685 67,238

普通株式１株当たりの情報（セン

ト）      

基本的利益/(損失) 23.5c (14.5)c (91.9)c 97.3c 156.5c

基調的利益/(損失) 47.2c 3.4c (6.6)c 138.9c 194.2c

配当金 ‒ ‒ 13.71c 81.85c 81.85c

純資産価額 1,366.9c 1,307.8c 1,366.0c 1,833.9c 1,872.8c

正味有形資産価額 1,214.7c 1,163.9c 1,244.1c 1,610.9c 1,597.6c

総資産収益率(％)
3

0.2% 0.0% (0.3)% 0.4% 0.6%

比率      

法定普通株主資本収益率 1.7% (1.1)% (5.3)% 5.5% 9.0%

基調的普通株主資本収益率 3.5% 0.3% (0.4)% 7.8% 11.2%

法定の営業収益に対する営業経費の

比率 72.2% 72.6% 73.1% 60.2% 54.3%

基調的な営業収益に対する営業経費

の比率 70.8% 72.2% 67.8% 58.9% 54.4%
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自己資本比率      

CET１／Tier１資本
4

13.6% 13.6% 12.6% 10.5% 10.9%

　自己資本合計
4

21.0% 21.3% 19.5% 16.7% 17.0%

______________

1　損益を通じた公正価値評価区分で保有する金額を除く。

2　株主資本、非支配株主持分および劣後ローン資本。

3　株主に帰属する利益を当グループの総資産で除した数値を表している。

4　未監査。

 

（訂正後）

SCPLC要約連結財務データ

 2017年 2016年 2015年 2014年 2013年

 (百万米ドル)

減損損失控除前税引前営業利益 4,008 3,849 4,116 7,289 8,584

貸付金減損損失およびその他の信用

リスク引当金 (1,362) (2,791) (4,976) (2,141) (1,617)

その他の減損 (499) (612) (855) (1,161) (1,129)

税引前当期利益/(損失) 2,415 409 (1,523) 4,235 6,064

株主に帰属する利益/(損失) 1,219 (247) (2,194) 2,613 4,090

銀行に対する貸付金
1

57,494 72,609 64,494 83,890 83,702

顧客に対する貸付金
1

248,707 252,719 257,356 284,695 290,708

資産合計 663,501 646,692 640,483 725,914 674,380

銀行からの預金
1

30,945 36,894 37,611 54,391 43,517

顧客勘定
1

370,509 371,855 350,633 405,353 381,066

株主資本 46,505 44,368 46,204 46,432 46,246

資本的資源合計
2

68,983 68,181 70,364 69,685 67,238

普通株式１株当たりの情報（セン

ト）      

基本的利益/(損失) 23.5c (14.5)c (91.9)c 97.3c 156.5c

基調的利益/(損失) 47.2c 3.4c (6.6)c 138.9c 194.2c

配当金 ‒ ‒ 13.71c 81.85c 81.85c

純資産価額 1,366.9c 1,307.8c 1,366.0c 1,833.9c 1,872.8c

正味有形資産価額 1,214.7c 1,163.9c 1,244.1c 1,610.9c 1,597.6c

総資産収益率(％)
3

0.2% 0.0% (0.3)% 0.4% 0.6%

比率      

法定普通株主資本収益率 1.7% (1.1)% (5.3)% 5.5% 9.0%

基調的普通株主資本収益率 3.5% 0.3% (0.4)% 7.8% 11.2%

法定の営業収益に対する営業経費の

比率 72.2% 72.6% 73.1% 60.2% 54.3%

基調的な営業収益に対する営業経費

の比率 70.8% 72.2% 67.8% 58.9% 54.4%

自己資本比率      

CET１／Tier１資本
4

13.6% 13.6% 12.6% 10.5% 10.9%

　自己資本合計
4

21.0% 21.3% 19.5% 16.7% 17.0%

______________

1　損益を通じた公正価値評価区分で保有する金額を除く。2016年、2015年、2014年および2013年の数値には、売戻契約およびその他の

類似の担保付貸付ならびに買戻契約およびその他の類似の担保付借入が含まれる。

2　株主資本、非支配株主持分および劣後ローン資本。
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3　株主に帰属する利益を当グループの総資産で除した数値を表している。

4　未監査。
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